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論文審査の結果の要旨 

概要 

本論文は、日本の公法学においてこれまで法律学的検討の対象とされることが少なかったコントロ

ールの概念、目的、機能について、戦後ドイツ公法における議論を素材として、検討するものである

（第1部）。また、ドイツにおけるコントロール概念論の展開を、議会による執行・行政のコントロー

ルを具体例に即して検証し、それを通じて、議会コントロールの理論化可能性も追究している（第2

部）。 

内容 

第1部第1章第1節では、まず、1950年代から1980年代までのドイツにおける議論が検討される。当時

の通説によって、コントロールの概念は「力の抑制」、その目的と機能は「力の濫用の防止」と「国

民の権利の保護」とされ、一つの機関による他の機関の「阻止」あるいは複数の機関による「協働」

によってなされるもの、と捉えられていたことが明らかにされる（レーヴェンシュタイン、ショイナ

ーなど）。この通説が1970年代から批判されはじめ、コントロールを「比較」ととらえる端緒的な考

え方が登場するが（ブルンナーなど）、第2節ではその転換と、そこにおける議論の過渡的性格、例え

ばコントロールを決定、実施とならぶ独自の機能とする見方が保持されていることが説明される。第3

節では、現在の議論の基礎をなすクレプスの議論が詳細に紹介され、コントロールが、決定の連鎖た

る「憲法プロセス」において常に生じることとなる基準との「比較」と理解され、コントロールを各

権限に付随する機能として実定憲法上と結び付けて把握する可能性が開かれたことが明らかにされ

る。 

第1部第2章第1節では、1990年代において、コントロールが、従来それについて論じられることが少

なかったテーマ、例えば「裁判官のコントロール」、「大学のコントロール」について議論され、そ

こにおいてクレプスの議論への依拠が見られることが示される。第2節では、総論レベルでの議論が復

活し、行政法学では、要素の追加などはみられるものの、クレプスの議論に基づいて論議がされてい

ること、それに対し、国法学では、クレプスの議論を批判する形での理論転回がみられることが、そ

の理由と共に明らかにされている。 

第1部におけるコントロールの概念論の検討から、次の3点が明らかにされている。第一に、1980年
代に概念の転回があり、クレプス論文が重要な役割を果たしたこと、第二に、クレプスによる概念の

転回以降、批判はあるにせよ、「比較」の概念が常に意識されていること、第三に、クレプス以降、

コントロールが法律学内在的に論じられていることである。

第2部第1章では、戦後のドイツにおけるコントロール概念の通説が、議会によるコントロールを、
専ら「反対派」による「阻止」あるいは「反対派」との「協働」として論じ、それが1970年代のドイ
ツ国法学の通説における典型的叙述（シュテルンなど）につながっていった様を、明らかにする。

第2章では、ブルンナーの議会によるコントロール論が検討される。そして、議会によるコントロー
ルについて、「反対派」の課題とする見方が受け継がれていること、「反対派」の権限に焦点があて



られ、基本決定（「主要機能」）とは区別される「副次機能」として捉えられていることが、示され

ている。 

第3章では、クレプスの議会によるコントロール論が検討される。クレプスが、議会によるコントロ

ールを議会全体の課題であるとし、「政府・多数派‐反対派」図式を否定していること。そして、コ

ントロールを「比較」として把握することから、議会によるコントロールを、対象、基準、権限、手

続から考察し、その理論化を図っていることが、詳述される。

第4章では、クレプスを発展させる形で議会によるコントロールを論じるカールと、クレプスとは一
見無関係に議会の将来志向性との関連でそれを論じるメラースとが、比較対照して分析される。

 第2部における議会によるコントロールの概念論の検討から、次の3点が明らかにされている。第一
に、議会によるコントロールの各契機についてその相互関連性が明らかにされたこと、第二に、「法

ドグマーティクにおける議論」が具体的に展開されていること、第三に、概念論を踏まえることによ

って、議会によるコントロールの理論化の可能性も示されたことである。

 最後に、ドイツの公法学説が示した、コントロールを、プロセスの中で捉えること、そして、法律

学的に捉えることの意義が確認され、日本におけるその（慎重さを要するが、）応用可能性が確認さ

れている。

 尚、本論文において剽窃がないことを確認した。 

意義

 本論文は、公法学において法律学的検討の対象とされることが少なかった「コントロール」概念を、

丹念なドイツ公法理論の検討を通じて論じた、根本的、本格的な研究であり、今後多くの研究者に参

照されることが期待できる、基礎的業績である。同時に、議会によるコントロールの検討を通じ、そ

の具体的な研究の進路（例えば、議会によるコントロールの限界）が明確になっていると同時に、議

会以外の具体的公法現象における応用可能性が、高い見込みのあるものとして示されている。ドイツ

留学などで培ったドイツ公法の業績を分析する高い能力が発揮されており、また、日本の公法現象に

対する応用可能性も十分にあるように思われ、研究の今後の発展を期待させる作品に仕上がっている。

 今後の課題として、本論文において検討された「議会による執行・行政のコントロール」の場面の

さらなる考察が求められるとともに、ほかの場面におけるコントロール概念の応用可能性もまた、検

討に付されることが望まれる。たとえば、裁判所によるコントロールや内閣によるコントロールなど、

本論文によって理論化された一般概念としてのコントロールの汎用性が試される場面は多く考えられ

る。その意味においても、本論文において扱われた研究テーマは、将来的な成功の見込みがある、裾

野の広い研究につながる可能性を秘めていると評価することができる。 


